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経済学研究第31巻第4号 113 (1017) 

1920年代ニュージャージー・スタンダード

石油会社の世界企業活動(2 ) 
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伊藤

i日スタンダード石油会社時代のジャージ…は，持株会社であるのみならず

自らスタンダード・グループの主力精製企業として活動した。「解体j によ

って原治生産，輸送，関内寂売に従事する有力子会社との資本関係を総たれ

たことにより，同社に残ざ 内の食事業部門において精製部門誌大きく

突出した存在として浮き出ることになった。間部門は 1920年代においても，

爵内市場での{共殺のみならず，ジャージーが外菌で販売する精鵠の過半~も

供給し， さらに「解体j前の耳支出関係を綴承して若二子の内外の旧盟主蕗子会社

に対する橋治供給も行なったのである。

精製部丹が他と不釣り合いなほどの甚大な競撲を有ずることにより，ジャ

ージーにとって縞製能力全体をいっそう拡大することの緊急性は既述の会部

門ほど強くはなかった。しかし，線治所の揚率的操業の遂行と市場変化への

適応、のために， 大型プラントの導入とそれにともなう既存撞設の整理・改
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造，立地面での対応，および精製技術の革新が大きな課題だったと考えられ

る。 1919-29年，アメリカ全体の精製量増大率は約 173%であったが，同期

間ジャージーのそれは上述の事情を反映して約 161%であり平均をやや下回

った(第7表参照)。 とはいえ， 精製企業としてのジャージーは以前と同様

20年代においてもアメリカ最大企業の地位を維持し， 2位以下を大きくひき

はなしていた。

ジャージーによる当時の圏内精製活動の特徴のひとつは，製油所操業の中

心地を東部からガルフ・コーストへ移動せしめたことである。 19年ジャー

ジー精製量の 69.6%は本社直轄下のニュージャージー州の製油所を主力と

する東部地域で占められたが 29年までその比率は 41.1%に減少し， かわ

ってガルフ・コーストの製油所群が残余のほとんどにあたる 57.1%をおさ

えるにいたった。かつて 1880年代前半スタンダード石油は， 長距離パイプ

ライ γの導入を契機として全国的に製油所の統廃合を行ない，東部・中西部

大消費地およびヨーロッパ向け積出し港近辺へ製油所操業の中心を移したの

であったが，この度の移動はそれにつづ、く大規模なものであった。

かかる移動を促進した要因として考えられるのは，労賃が東部より安いこ

と，天然ガスが池田に近いガノレフ・コーストで安価な製油所燃料として利用

可能になったこと，ヨーロッパ市場への精油輸出にとって，原油を一旦東部へ

輸送する手聞を省き輸送費等を削減できたこと，そして租税面でもガルフ・

コースト操業は総じて東部より有利だったこと，などである。 30年代以降，

アメリカ精製地帯のなかで、カツレフ・コーストの地位は顕著に高まるのである

が，ジャージー内部でのガルフ・コーストにおける製油所操業のかかる比重

増大は，それに先行するものとして注目に値する。

ガソリン消費の急増(後述)をうけて，ガソリン回収率を高める精製技術

の開発はこの時代，競争上の対決点のひとつとして，また高利益獲得の手段

として特筆すべき重要性を与えられた。

1913年イ γディアナ・スタンダード社によって実用化されたノミ{トン法

(Burton process)は石油精製史上，分解製法 (crackingprocess)の新時代を
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出現せしめた画期的技術革新だった。 19年まで分解製法にもとづく全国ガ

ソリン生産のほとんどすべてはパートン法によっていた。だが同法はバッチ

式(回分式)のため操業は非連続的で，一運転サイクル(原料投入，加熱，分

解， くみ出し，冷却，清掃)にかなりの時間と費用を要し，大きな改良の余

地を残していた。分解プラ γ トに原料として投入される軽油についても，硫

黄分の多い原油，重質の原油から得られたものを処理出来ず，その結果ガル

フ・コースト，カリフォルニア，メキシコ産の原油を使用することが出来な

かった。しかもジャージーの場合，大戦後最も豊富に入手可能となった原油

はまさにこれらの地域からのものであった。ライセンス供与の代価としてジ

ャージーがインディアナ社へ支払う特許料も莫大なもので， 1916年その額

は 100万ドルをこえた。

ジャージーは他社と競ってパートン法にかわりうる技術の開発に全力を投

入した。 21年同社はチューブ・アンド・タンク法 (tubeand tank process)と

よばれる連続式分解製法の実用化に成功した。しかも同法は改良につれて多

種類の原油を利用可能とし，かつ軽油よりも重質の原料も処理しうるように

なり上述のパートン法の欠陥を相当程度克服しえたのである。チュープ・ア

γ ド・タンク法によって生産されたガソリンは 27年までに分解製法による

全ガソリンの 19.5%を占め， パートン法によるものを凌いで首位に立ち，

29年に全体の 1/3をおさえた。同法開発に投下された費用はほぼ349万ド、ル

と推定されるが，得られた利益(自社使用による超過利潤と特許料収入)は

21年以降30年代を含む全活用期聞を通じ約 3億ドルと見積られている。チ

ューブ・アソド・タ γク法の開発は，パートン法のそれがみせたほどの収益

性を示さなかったとはいえ，ジャージーにとって高利益の獲得源をなしたこ

とは明白である。

ミ一トン法を含む一連の分解法は熱と圧力を用いる点で共通していたた

め，，q，寺許保有会社間で，特許侵害訴訟が惹起されやすかった。ジャージーは

チュープ・アンド・タンク法を他社の告発から防衛し，かつ広範な普及を実

現するためにほぼ同時期実用化に入った他社の製法を先制的に攻撃した。
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まず同社は， 資本力の小さな特許開発専門会社ガソリン・プロダクツ社

(Gasoline Products Co.)のクロス法 (Crossprocess) に的を定め， 22年同

法を使用していたピュア石油を特許侵害で告発した。ガソリン・プロダクツ

社は反撃のためテキサス社に支援を求めた。両社は特許をプールして協力関

係にたち，ついで前年からテキサスと特許をプールしていたイ γディアナ・

スタン夕、、ードがこれに加わり 3者で反ジャージーの同盟を結成した。ジャ

ージーは容易ならぬ事態に直面することになったのである。だが同社はかか

る同盟が成立する少し前に闘争を有利にすすめうる条件を入手していた。そ

れは，テキサス社の連続分解法(ホームズ・マンレー・アダムズ法， Holmes-

Manley-Adams process) の40%所有権をもちながらも当時テキサスと対立

関係にあった G.T. ロジャーズ (G.T. Rogers)なる人物を味方につけた

ζ とである。 23年夏までにジャージーの勝利は濃厚となった。 ところが，

この間ジャージーによる弱小企業(ガソリン・プロダクツ社)抑圧に対する

社会的非難が沸騰し，またテキサスらの同盟に最終的に勝利するにはなお多

大な費用と時聞を要することが明らかとなってきた。結局，ジャージーはこ

れら企業との和解の道をえらび， 23年 9月自己に有利な条件をもり込んだ協

定を成立させた。協定を調印した 4社は当時の主要な特許保有者であったか

ら，これによってジャージーはチューブ・アンド・タンク法に対して起こり

うるであろう特許侵害訴訟を未然に防ぐことができ，他の製法に対する優位

性を基礎に同法の積極的普及にむかったのである。

1931年についての統計によると 20大統合企業の全国精製能力に占める

シェアは 75.8%であり，精製部門に伝統的強みを発揮する有力スタンダード

系企業が上位を占めた。最大はジャージーの 13.5%である。以下， ソコニ

ー・ヴァキューム (7.4%)，イ γディアナ・スタソダ{ド (7.2%)，カリフ

ォルニア・スタンダード (6.5%)，シェノレ (5.9%) などの順である。分解

製法プラ γ ト能力における上位20社の比率は 79.9%(1930年)を占めたの

であった。

1) H. F. Williamson et. al.， 01う.cit.， p. 374. 
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2) 1925年についての統計によると，同年ジャージーの園内精製量全体は全国 2位のカ

日フオノレニア・スタ γダード社のそれのほぼ2倍であり，テキサス，カ〉レブ，シェノレ

3社の精製量合計ーよりもさらに 1000万パーレノレ以上大きかった (G.S. Gibb and 

E. H. Know¥ton， 0ρ. cit.， p. 565)。

3) Ibid.， p. 678. H. M. Larson， E.日.Know¥ton and C. S. Popple， op. cit.， p. 200 

よれ但し，ガノレフ・コーストの比率にはテキサス内陸部にある若干の小規模製油

所のそれを含む。

4) H. M. Larson， E. H. Know¥ton and C. S. Popple， ibid.， p. 177より。

5)アメリカにおける主要4精製地帯の精製能力比率推移を示すと次の通りである。

(%) 

1920 1930 1940 1950 

1) 

カツレフ・コースト 15.2 18.3 27.8 30.7 

東部海岸全域晶品 13.5 16.6 14.8 14.8 

西 部 海 岸 全 20.2 24.5 19.2 17.2 

大陸中央 22.5 12. 1 8. 7 7.9 

そ の 他 28.6 28.5 29.5 29.4 

計 100.0 100.0 100.0 100.0 

(注) 1)テキサス，ノレイジアナの海岸地帯， 2)メイ γ

からフ戸リダまでの 10余州， 3) ワジγ トγ，オ

レゴγ，カリフオノレニア，ネヴァダ，アイダホ，

アリゾナ， 4)アイオヲ， ミズーリ， ヵγザス，

オクラホマ。

(出所) J. G. McLean & R. W. Haigh， op. cit.， p. 535 
より作成。

カツレフ・コーストでは第2次大戦後，石油精製業と結合した石油化学工業の発達に

よっていわゆるガノレフ・コースト・コ γプレックス (GulfCoast Complex)なる

大規模工場集合体の出現をみるに至る(内田星美「アメリカ石油化学工業の成立

(4)一世界化学工業史の研究第一部一JW産業貿易研究~，東経大， 30号， 1966年

12月， 69-72頁参照〉。

6)パートシ法が登場する以前の精製技術の基本原理は，原油を蒸留がまの中で加熱し

てガソリ γ，燈油，軽油，重油などに分解する簡単なものであった。これによって

平均的原油から得られるガソリ γ分は 15%程度にすぎなかった。パート γ法は蒸

留後得られた軽油を高温高圧下で、分解してガソリ γ回収率を高めることに成功し

た。改良を加えられたパート γ法を用いることによってガソリ γ 回収率を 40%ま

でひき上げ，ガソリ γ生産費用を 1916年までに，パート γ法出現以前のほぼ半分に

することができたのである。 1913-22年同法によって得られた利益(自社使用に

よる超過利潤と特許料収入〉はほぼ 1億2300万ドルと推定されている。これは同期
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聞のイ γディアナネ士利主主総額3億 6600万ドルの 34%に相当する。開発に要した費

用は約23万 6000ドノレと推定されているから，イ γディアナ社は 1ドノレの投資で、500

ドノレ以上の利益を得たことになろう〈以上の内容については J.L. Enos， Petroleum 

Progress and Profits: A History 01 Process 1:仰 ovation，1962，加藤・北村訳

『石油産業と技術革新』幸書房， 1972年，第1章，特に 38，44， 52， 53頁による〉。

7) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， 0ρ. cit.， p. 521. 

8)同法について技術面でのより立ち入った内容については， J. L. Enos，前掲邦訳書，

第3章を参照されたい。

9) J. L. Enos，前掲邦訳書， 311頁。

10) J. L. Enos，前掲邦訳書， 131， 339頁。

11)協定によって各社は他から干渉をうけることなく，自己の技術を使用および普及す

る権利を確保し，かっ一定条件下で他社の技術を利用することを可能とした。これ

と別にジャージーは，ひきつづき同社によって利用されているパート γ法に対する

特許使用料を， 当面25%ひき下げ 31年以降は無料とすることをイ γディアナ社

に認めさせた (G.S. Gibb and E. H. Knowlton， 0ρ. cit.， p. 553)。

12)ジャージーとテキサスその他との，以上の特許闘争については，主に G.S. Gibb 

and E. H. Knowlton， ibid.， pp. 550-554， J. L. Enos，前掲邦訳書， 120-125頁に

よる。

13) H. F. Williamson et. al.， 0ρ. cit.， p. 646. 

14) Ibid.， p. 646. 

15) Ibid.， p. 440. 20大統合企業についての統計は得られなかった。上位20社が完全に

20大統合企業とイコーノレであるかどうかはわからない。

②外国

前掲第 7表にみられるようにジャージーの精製量全体に占める外国のそれ

の割合は 28年頃まで小さな上昇下降をみせつつも 20%をこえるものでは

なかった。ジャージーにとっての最大精製国はカナダであり 25年をのぞき

同社の全外国精製量の常時半分以上を占める。在カナダ子会社インベリアル

の操業は歴史的に，本国操業の延長上ないしその一部として出発した。その

原料もアメリカ産原油であった。 しかし 20年代には， ラテン・アメリカ子

会社による原油増産をうけてアメリカ原油への依存から脱しはじめ，同年代

末までに精製用原油の半分前後をラテン・アメリカから入手した。 20年代

カナダ精製業の成長度はアメリカに匹敵する急速なものであったが，それは

いつにインベリアルの主導によるものであり 27年時点同社は一社で全カ
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ナダ精製能力の約 90%を保持していた。

海外原油生産活動の進展と共に，産油国でも製油所操業が開始され精製量

の着実な増大をみた。いわゆる生産地精製の展開である。とはいえ 20年代ジ

ャージーによるかかる活動はいまだ端緒的域にとどまったといわざるをえな

い。同社のラテン・アメリカ製油所は当該固ないし周辺国市場への精油供給

を担ったが，精製量は市場規模を反映しいずれの国でも小規模であった。最大

精製国ベノレーにしてもカナダの数分の 1にすぎなかった(前掲第 7表参照)。

いわゆる消費地精製の方もカナダを別にすればほとんどみるべき進展をと

げなかった。ジャージーはイギリスなど若干のヨーロッパ諸国に製油所を擁

してはいたが， どれも甚だ小規模であった。 20年代ジャージーがヨーロッ

パで現地精製に積極性を示さなかったのは，現地ないし近隣地域で大量の原

油供給を確保できなかったこと，現地市場が本国に代替する現地精製を利益

あるものとするに足る規模をもっていなかったこと，などによるものと考え

られる。

29年ジャージーの外国精製量はソピエト・ロシアを含む全外国精製量の

12.0%，在外アメリカ企業全体の 59.2%を占めた。かように同社はアメリカ

系企業の中では圧倒的地位を占めた。だが， ロイヤル・ダッチ=シェル，ァ

γグロ・ベルシアンに対しては外国での精製能力は劣っていたのであっ

ザ 拘

J‘-0 

1) H. M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple， ot. cit.， p. 178， 200. 

2) Ibid.， p. 178. 

3) Ibid.， p. 179， 184-185および石油問題研究会編『石油産業の研究 1ー中東における

生産地精製ー~ (研究参考資料第 106集) (アジア経済研究所， 1966年〉第1章

参照。

ロイヤノレ・ダッチ=シェノレ，ァγグロ・ベルシアシの場合もヨーロッパ消費地

精製に対して 20年代は積極的でなかったようである。前者の主力製油所はアメリ

カを最大とし，キャラソー島(カリブ海)，蘭領東イ γ ド，メキシコなどに位置し，

後者の場合はイラ γのアパダγ製油所が全操業の大半を担う。

周知のように，西欧・日本などの主要石油消費国で国際石油独占体による現地精

製が本格的に開始されるのは第2次大戦後のことである。いわゆる生産地精製，消

費地精製(および中継地精製〉がそれぞれいかなる要因によって展開せしめられた
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のかという問題，すなわち製油所経営立地の決定問題を，世界市場における独占体

間競争の観点からより一層立ち入って明らかにすることが本稿の主題との関連で不

可欠となろう。しかしこの問題を論ずることは容易ではない。他日を期したいと思

う。

なお， 世界の製油所立地状況を資料の得られた 1924年5月時の地域別能力比率

. で示すと次の通りである。 20年代後半の変化を示しえないのでやや難点があるが，

本稿での叙述をある程度裏付けるものとなろう。 (1)北アメリカ…83.3%(合衆国

…76.0%，メキシコ…6.0%，カナダ…1.2%，その他…0.1%)，(2)南アメリカ…

0.84%， (3)アジア…3.3%(イラ γ…1.7%，蘭領東ィ γド…1.0払その他…0.6

%)， (4)ヨ一戸ツノι ・12.3% (戸シア…7.6%，ルーマニアH ・1.7%， ポーラシド

…1.2%，イギリス...1.1%，その他…0.7%)。合計能力(上記以外も含む) 400万

7490パーレノレ/日 (100.0%)(以上については U.S. Senate Special Committee 

Investigating Petroleum Resourc巴s，op. cit.， pp. 387-390による)。

4) U. S. Senate Special Committee Investigating Petroleum Resources， ibid.， 

p. 201および H.M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple， op. cit.， p. 

200より計算。

5) H. M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple， ibid.， pp.176-177. 

(4) 販売

① 園 内

世界の推定石油消費量に占めるアメリカの比率は， 1912-17年に 54.3%

から 59.2%へほぽ一貫して増大し， 18-29年には 63.6，9ぎから 69.2%の間に

あり，その後 30年代 (32年以降)に 50%台へ復帰する。消費量から言って

も，すぐ次にのベるガソリン主導の消費構造から言っても，アメリカ国内で

の市場成長が 20年代世界石油産業に対して主たる蓄積基盤を提供したこと

はうたがいえない。初発から世界市場を自己の生活圏とし，他社に比して著

しい対外市場依存を特徴としてきたジャージーはかかる状況を反映して第 1

次大戦後 23年噴まではむしろ園内販売の比重を高める方向をとるに至る。

しかしながら，ジャージーの圏内販売活動は他社との激しい競争に直面し幾

多の苦難に遭遇するのである。

第 8表はアメリカ国内における精油消費構成を示す。ガソリンは 1925年

にはじめて精油総販売額の過半に達し，最大利益品目としてその後も比重を

高めていった。ガソリン消費の増大はもちろん自動車の普及と結合してい
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第8表 アメリカ国内精油市場の製品別構成

精 油 消 費 量

!消費総量 1ガソリシ|燈

1923 634 27.6 

1924 668 29.4 

1925 704 33.1 

1926 756 35.5 

1927 774 39.4 

1928 832 40.7 

1929 905 42.3 

精油販売額

|販売総額|オソル|燈

1923 1，845 46.4 

1924 1，991 43.9 

1925 2，168 52.2 

1926 2，343 55.1 

1927 1，880 54.5 

1928 2，072 61. 3 

1929 2，207 63.0 

(100万パーレル， %) 

油|燃料油 |潤滑油

5.6 

5.5 

5. 7 

5.0 

4.8 

4.4 

4.0 

5.3 

5.2 

4.8 

5.9 

5. 1 

4.6 

4.5 

41. 2 2.8 

43.5 2. 7 

43.6 2.9 

44.9 3.0 

43.8 2. 7 

46.2 2.8 

45.9 2.6 

(100万ドノレ， %) 

油|燃料油|潤滑 油

17.9 7.3 

21. 4 7.4 

20.6 7.3 

19.8 7.1 

22.6 8.3 

19.8 7.8 

18.6 8.2 

(注〉 消費総量，販売総額とも右の主要4品目以外を含む。販

売総額は卸売価額 (wholesalevalue). 
(出所) T. N. E. C. Hearings， Pt. 14， pp. 7677-7678より作成。

る。 19年に全ガソリン消費中 74%を占めた自動車用燃料は 29年に 94%を占

めるに至った。

ガソリン市場の成長は流通機構の革新を不可欠とし，とりわけ大衆消費者

市場 (massconsumer market)における販売施設の創設を競争上の焦眉の課

題とした。サービス・ステーショ γ網の形成は流通革新における戦略的重要

性をもち， 石油大企業は中小独立系サービス・ステーショ γを特約庖制度

(1巴ase-and-1icenseprogram)などによって自己の系列下におく一方，直営ス

テーショ γの創設にも力を注いだ。この中にあってジャージーはかなりの立

ち遅れをみせた。 1919年同社が直接所有するサーピス・ステーションは，

総計わずか 11であり， 市場での劣勢は著しく， 例えばボルチモアでの自動

車ガソリン販売で 18年に 75%であった同社のシェアは 20年に 20%へ惨落
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独占体ジャージーに対する挑戦は，まず大規模独立系企業によってもたら

された。安定した原油供給体制をもち早期に統合体制を形成したガルフ，テ

キサスなどの大企業は低価格のガソリンを大量にジャージー市場にもち込ん

だ。新興のガソリン市場にはサービス・ステーションを中心とする販売機構

の創設・拡充が不可欠であったから，ジャージーの既成の市場支配力は直ち

に以前と同様の強さを発揮しえなかった。じっさい，まさにこの分野でジャ

ージーは大きな遅れをみせたのだった。ジャージーによるサービス・ステー

ション網の本格的形成はようやく 25年頃から開始される。 しかしそれもか

なり不十分であった。連邦取引委員会 (FederalTrade Commission)に報告

された，大企業 40社によって所有かつ経営されたサーピス・ステーショ γ

数は， 1926年 6月時点で約 1万3000であるが，中西部を本拠とするインデ

ィアナ・スタンダードが約 3700を擁して断然群をぬき 2位以下に大きく差

をつけた。ジャージーの保有数は 381にすぎず 12位であった。

旧子会社であるスタンダード系企業の中からも戦後ジャージー市場を侵食

するものがあらわれた。例えば，アトランティック・リファイニングは南部

の海岸州でジャージー市場に進出し，ニューヨーク・スタンダードもまたマ

グノリア石油会社を買収することによって，アーカンソーでジャージ一子会

社ルイジアナ・スタンダードと，テキサスでハンブルと競争戦を演じた。

ジャージーは自己の販売領域全体で 1912年全ガソリン販売の 77%をおさ

えていたが，その比率は 26年までに 43%へ減退したのである。

全体として 20年代アメリカ国内市場における競争戦は， スタンダード

系企業の独占体制に対する独立系大企業の対抗を軸に展開したといえる。全

国市場をそれぞれの活動領域に分割し割拠してきたスタンダード系企業の支

配様式と異なり，独立系大企業は急速に全国を市場圏とする販売業者として

進出し，それぞれの地域の支配企業たるスタジダード系企業に対し激しい競

争を挑んだのである。 1910年代後半ょうやく統合化に力を入れはじめたス

タンダード系各社は，新興市場をまっ先につぎつぎとり込む独立系大企業の
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攻勢によって既存の独占的市場支配を脅かされたのであった。

20年代後半期園内市場の支記体舗は，有力スタ γダー iご系諸社がひきつづ

き各地の最大企業であるが，いずれの地域においても独立系大企業がJそれに

つづき~. ガソジン市場ではほぼふ-7社の統合企擦が各市場シェア全体の 70

-80%令おさえるという寡点構造となった。ジャ…ジー領域におけるガソり

ン薮売 (1926年〉については，トップのジャージ… (43.2%)についでガノレ

ブ (13.6%入テキサス (12.7%λ シンクレア (9.3%) などが上位を譲成

。かようにアメザカ石治産業の市場支給ま特定地域紛こ最大企議が異な

り，上位構成金業もさまざ設であるとし寸顕著な地域鵠差異を特徴とした。

ると， 統合体制な形成しえた総計 20の大企業が市場

の大部分をおさえるというととになった。

を支配する窓饗企業がことに出そろった

宗次大戦後もアメ!l;む石油産業

9表参照〉。石油産業に特設的

なかかる市場支配構造拭，かつてのスタ γ夕、、…ド時代の地域割拠方式含継承

し，それを再縮成したものである。

全鴎のガソリン小売既売における各社の占有率を1926年について

でみると，次のごとくであった。首位はインディアナ・スタンダ…ドの 10.6

%であり， 2依はニュ…認ーク・スタシダードの 9.6%.3詮シシクレア 7.8

%， 4位ガノレフ 7.0%，5位テキサス 6.5%とつづく。ジャ…ジーは大衆消費

者市場における溺体性を反映して第 61立の 5.4%にとどまった。統合

〈但し，この場合は 15社のみ)の総計では全販売の 73.2%を占める。

る館別企業としてけたはずれてE大なジャージ…が菌内市

場の新たな成長に対思した競売活動にかくもたちおくれた潔出を，ジャージ

一自身の販燕機欝にそくしてやや立ち入つてのべることにしたい。

ジャ…ジーの閣内窮地畿売を主として担った本社駿売部は. 113スタシダ

ド持代から一般市場向け競売の経験に乏しかった。しかも大戦後同社は，出

来の麗亮欝議を基本的に維持したまま新たな成長市壌に対応せんとした。す

なわち，本社販売 (g的 意ral0伍cesal邑)ないし緩油所盟強とよばれる，契約

にもとづく大議競売を旧子会社および大口需要者に対しておとなうことが，
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20大統合石油企業の資産額1)第 9表

(100万ドル〉

1929 

1，767 

708 

697 

605 

166 

111 

198 

49 

1924 

1，245 

406 

361 

353 

131 

98 

94 

43 

Standard Oil Co. (New Jersey) 

Standard Oil Co. (New Y ork) 

Standard Oil Co. (Indiana) 

Standard Oil Co. (California) 

The Atlantic Re五ningOil Co 

The Ohio Oil Co. 

Continental Oil Co. 

Standard Oil Co. (Ohio) 

ス
タ
シ
ダ

l
ド
系

ー
ム
ヴ
d
n
u

ヮ・

1
i
1ょ

1ム

n
b
n
b
民
d
F
b
n
o

n
り
つ
μ

1
ム

只

u
q
o
-
b
1ム

Q
d
R
U
A
4

只
u
n
b

4

3

6

4

4

2

2

1

1

 

346 

301 

288 

257 

252 

211 

184 

182 

80 

79 

52 

40 

Consolidated Oil Corp.2) 

Empire Gas & Fuel Co. 

The Texas Corp. 

Shell Union Oil Corp 

Gulf Oil Corp. 

Tide Water Associated Oil Co 

Union Oil Co. of California 

The Pure Oil Co. 

Mid-Continent Petroleum Corp. 

Phi11ips Petroleum Co. 

Sun Oil Co. 

Skelly Oil Co. 

独

立

系

7，594 5，003 

1)国外資産を含む。

2)シシクレアネ土。
(出所) T. N. E. C. Monograph， No. 39， p. 60より作成。

言十

(注〉

たとえば 1919年ジ

スャージーによって圏内で販売されたガソリンの 50.9%はニューヨーク

タンダードに対する卸売りであり，

リンの 61.5%を構成した。

ジャージーの販売において最も重要な柱をなしていた。

これは後者によって小売りされた全ガソ

-スタ γ ダードは戦後急速に統合ニューヨーク

27年になお全販売量の 50%以上をジャージーか

(Standard 

圏内の海運会社，

体制の形成につとめたが，

らの購入でまかなった。この他，

Oil Co_ (kentucky))もまたジャージーの大口顧客であった。ジャージーの大

量契約販売方式は燃料油服売においてもウェートが高く，

ケンタッキー・スタンダード社
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イタリア，フラ γス両海軍などがその主要な顧客であった。

1927年 1月の連邦取引委員会における証言によると，当時のジャージーに

よる全国精油販売の 60%以上は大量契約販売であり， 1"トラスト解体」以降

同社の主たる事業拡張は一般小売りよりはむしろこれによったとし寸。市場

全体の規模が急成長していた 20年代前半頃までは， かかる旧来の販売構造

がジャージーになお高利益をもたらしたから，大衆消費者市場における販路

の積極的拡大とし、う課題が直ちに切迫したものとして意識されなかったと考

えられる。大まかに言って，販売部門の強化・再編の要請は原油生産，輸送

両部門のそれに比して喫緊度がいささか弱かったように思われる。

国内支配体制の大規模な編成替を経た 26・7年頃から全国的に市況の過剰

傾向が顕現してきた。 27年アメリカ全体の精製能力は， 市場需要を 35%近

く超過し， ガソリ γ生産は実際消費量を約 10億 2900万ガロン (2450万バ

ーレノレ)越えたとL、う。同年，大企業はいずれもかなりの利益低下を被った

が，なかでもジャージーの利益のおちこみは最も大きい部類に属した。ジャ

ージーの純利益は前年の約 1/3にすぎない 4000万ドル余りにまで激減した。

ジャージーの場合， 実は後掲第 11表①欄にその一端が窺えるように， すで

に 25年頃から過剰精油をかかえ込んでいたのであった。過剰市況により競

争戦は新市場の開拓というよりはむしろ既存市場の争奪戦の性格を濃くして

きた。

かかる事態に直面してジャージーはようやく販売活動の刷新を不可欠と判

断するにいたった。ジャージーの既存の販売領域は，同社の販売力がおよば

ない中西部や東部の他市場に比べて相対的に成長度が低く，かっすでに手狭

であった。また，それまでジャージーから大量の精油を購入してきた諸会社

が過剰下において買取りをひかえ，さらに一部は自給体制を強化しジャージ

ーとの取引関係を解消することも予測された。かくてジャージーは自己の版

売領域を地理的に拡大し全国的規模の販売企業として活動すること，および

それと結合させて大衆消費者市場へ積極的に進出すること，を決意した。同

社は，まず 1927年 10月アトランティック・リファイニング社を最大企業と
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するデラウ恥プ州でガソリン販売を開始いついでベンシノレヴェニアチliに駿

した。さらに 29年初頭， 中態の独立系精製鼓売会社ビ

ンお滋1(Beacon Oil Co.)を株式交換会主た

ークおよびニユ止ーイングランドにおい

として買収し， ニ品一主主

ニューヨーク・スタ γ ダ…

ドと

ジャージーが販発部門強{とにヌド議会ど入れたこの 27-29年当時， 砲の大公

よび鵜製部門に力を投入全弱含守に企業の新設・買収が激増し

と激化した。ジャージーはそれまでプライス.!i…ダ…として

総じて高校安定価格の維持を志向してきたが，との嘆には競争企業による

舗絡攻勢に自らも積極的に価格ひき下げで対抗するようになった。サ…ピス

-ステ…シ辺ンへの投資もむろ れた。が，しかしこれはなお不十分

り， 1929年事業子会社ニ品…ジャージー・スタンダード羽愉 (Standard

Oil Co. of New Jersey (Delaware)) (27年新設)の全ガソリ γ販撚のうも

テーションによるものはかずか 18%にすぎなかっ

初年代末期に新たな展開会みせたジャ…ジーの薮売活動は，

とりわけ原油生産部門の強化と総合して， 30年代にi弓社の市場支艶カの向

るに至る。

1) U. S‘ S己主mteSpecial Committee Inve日tigatingPetroleum Resources， ot. cit.， 

p.418より。

2)策費震の点では燃料治が最大ぷ隠寸?まるったc しかし，登の割には駁苑利主主は小さか

った。然科i告はガソ担 γ?行機の念、成条期， 特に 20年代には精製Jこガソ vYの副産

物たる性絡がつよし若手投は石炭など?と対する代替燃料としてf氏側絡でこれさピ販売

し市壌を開拓した。なお， i燃料、治絞売室主の用途別内訳(%)(1926今、〕は次の通り。

船舶用 23.3%，鉄道業21.2%，鉱業・製造業20.4%，石漁焚14.3%，縫カ・ガス

業9.9%，住宅・商業用緩務6.7%，箪用・その他4.2%，合計3慾4003万ノ主ーレ

ノレ (100.0%)(玉野井芳郎総務『大恐慌の研究』東大出版会，後初祭主総， 治79年，

506頁より〉。

3)仮し小量のトラクタ…胤;燃料を含む。ガソ Uγの他用途は護霊祭殿および飛行機・モー

タ{ボート用;燃料などである(比 F.Williamson et al.， ot. cit.， pp. 445-446， 652)0 

6特約広制度によって，ぞれiどで独立していたステ v縫シ所有者は自分のステーシ

ョシをい し， !湾企業の製品だけを'際売するというライセγス契
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約を絡んでト，ひきつづきステージ滋 γを絞?殺した。大会議以ガソ Y"Y・ぷγプや建

物さと援供したり，通常のi油槽本渡し繍格や鈎発ち{締格よりも有利なマージシさと与え

ることによって， i3Bの排他的販路をど緩保したの輸である (G.S. Gibb and E. H. 

Knowlton， op. cit.， pp. 487-488)0 

なお， 20年代初頭のサ…J::ス・ 3えデーショシ経滋はかなり存率い利益をもたらし

たようである。ブトラ Yデぜヅク.)}ツア 4ニジグ設についての資料。でるるがB 肉

社のサーピス・スデーγョγに対する投下言葉ヌ撃の利主主総(ラ任務却設綴コストに対す

る償却・利子支攻、い言trの純利益の比率〉は， 21年に 41.4%，24年に 27.1%であっ

た(J.G. McLean & R. W.泣aigh，o戸.cit.， p. 151.および森恒夫前教議論文 f湾

大戦簡におけるアメ予予告石油産業(一)J54-55)変〉。

5) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， op. cit.， p. 488. 

6) H. F. Williamson et. al.， 0ゑ cit.，P‘ 485 よれこれらの数字は箆営ステ…シ

法ジ数を示すと考えられるが，既述のように各社はこれとは別に多数の中小独立

系ステージョ γを系列下においていた。 27々 についての統計によると， アメリカ

全体で、は 12万5000のサーピス・ステージ"，"Yが操業し， うち主要企業 (majoroil 

companies)が 1万2∞0，中規模企業 (medium-sizedcompanies)が 8000，そし

て独立系企業および纏人(independentoil companies and individuals)が 10万

5∞0を，それぞれ所有した。怒らにこれら以外にほとんど{混入所ヰ誌によるガレ…ジ

販路(garage-修理所)が 5フ}2000，街頭駁路 (curlヲ-pumpand roadside outlets) 

が 14万存在したという (ibid.，p. 487)0 {墜し金ガソヲ γ盟式売量の 80%以上 (1929

年〕はサービス・ステージョ γによったといわれている (ibid勺 p.680)。各大企業

が，それぞれこれら多数の中小企幾・個人の小売り施設をどの経度系列下において

いたかを主主体的に知ることはで、きない。但し，ジャージーについて替えば，問主む主

務総的性格のつよい特約応剣j度ないし代滋指先1度の採用が反トラスト局の告発電どま

ねくと考えて務緩約行動を燃え， この盤、でも他社に比しでかなちのi緩れをみせたと

:いう (G.S. Gibb and E. H. Knowlton， op. cit.， pp. 4錦織489.H. M. Larson， E. 

E玉Knowltonand C. S. Popple， ot. cit.， p. 4)。

7) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， ibid.， p. 487. 

8) H. M. L誌主宰on，E. H. Knowlton aぉdC. S. Popple， ot. cit.， p. 263.ジャ…ジー

の滋売領域についてはこの絡に大きな淡イヒはなかった。 f解体JII霊前のジャージ一

本絞め販売領域は 61iiとl特別区(ユ品…ジャージー，メローラ γ 人グァージ

ア，ウニ込ストグァ…ジニア::tpγ どア特別iふノースブ1Pライナ，サウスカ Pラ

イナ〉であり，ジャーゾー傘下rc:残されることになるんイジアナ・スタシダードの

それは 2州(ノレイジアナ東部地域とテネシー〉であった。 1926年待点ではジャー

ジー全体としては，これにアーヵ γソーとテキサスが加わったにすぎず，総計 10:/>lj

iニ1特別区であった(R.W. Hidy and M. E. Hidy， ot. cit.， p. 459および綴じ
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込よな地図， H. M. Lar諮問， E. H. Knowlton昌ndC. S.Popple， ibid.， p. 263 よ

り〉。

9) 1926王手持，ジャージーの版発銀媛泳部注でみたように 10チHと11参加乏であり，イシ

ディアナ a スタシダードは 111十七ニューヨーク・スタソダードは 15:1>1'11::、あった。

;これに対し，うr::f-サスは 44ナ-11， ず/γタレアは 30列i， ガノレブは 24持iでそれぞれ競

死活動を行なった (H.M. Larson， I三日.Knowlton and C. S. Popple， ibid.， 

pp. 263山 264)。

10)且 F.Williamson et. al.， o.か ci人 p.503. J. G. McLean <l記R.W. Haigh，。ρ.

cit.， p. 106. 108. 110.参照。

11) H. 1ぇWilliamsonet， al.， ibid.， p. 503. 

12)以上の比率11:J. G. McL切 n& R. W. Haigh， ot. cit.， p. 104による。ガソリ γ

以外の製品を食む務総全体についての資料が得られなかったため，ヌド務の叙述は王手

らガソリ γ販売会対象とすることになった。アメリカ石漁獲獲における市場支配の

構造量的終微については銑述の内容で大過Tぷいと湾えるが，今後，精油市場全体さとみ

わたした上で一定の摘だが必要さと思、われる。

13) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， 0ρ. cit.， p. 496. 

14) Ibid.， p. 496. 

15) Ibid.， pp. 495-496. 

16)アメ Pカ石治会多量?とよって宮室内市場?と供給された全精治のうちジャージーによるも

のの総会(卸売り， 火口議喜害者への小狩り， およびー絞小売り， よち成る〉は，

1919年の 10.1%から 27俸の 11.1%へ微増した。怒しガソリシ供給については，

1920-27年アメ習カ全体で 3.7僚の増加をみたの?と対しジャージーのそれは 2.8f告

にとどまった (G.S. Gibb and E. H. Knowlton， ibid.， p. 486， 682)。

17) Ibid.， p. 569. 

18) lbid.， p. 599.シ広/レの利主主低下も大きかった。 同年， 筒校、は前年より身、約には

10%~長く販売したにもかかわらず販売額は 1 億 4900万ドルから 1 億 40∞万ドノレヘ

減少した。同社の線科会主念体も 3650万ドルから 1100万ドルヘ大綴?と低落した(K.

Beaton， Enterpバsein Oil: A History 01 Shell in the United States， 1957， 

p. 358)0 20大会議長全体の純利議も 1926年の約4億 8200万わレから 27若手の約 2億

500万ドルへ減返した (T.N. E. C. Hearings， Pt. p.7863)。

19)況は Larson，E. H. Knowlton and C. S. Popple， oT. cit.， pp. 264-267.策費替

をやsむとする大西洋燃での競争は殿烈をきわめ，大企業は絞って中小独立系精製企

業を緩収した。その結奈さ， 1928-30年に大阪洋岸では持統合独立系精製企業は消

滅したという (T.N. E. C. Monograph， No・39，p. 30)。

20)例えばテギサスは， 1928-31々 に資産額にして l後 400万ドルにのぼる 3f洋電〉大

裂j(J反を行なった (M.James， ot. cit.， p. 54)0 
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21) H. M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple，。ρ.cit.， p. 275. 

20年代後半期の原油・精油の過剰l市況とその下で、生じた 27年の利益の大きな減

少は，既述のようにジャージーの事業活動とりわけ原油生産と販売に 1つの転機を

与えるものだった。かかる事業活動の刷新と結合してジャージーは 27年大規模

な組織改革を断行した。急速な事業拡張および新たな事業単位の創設により，ジャ

ージーの各事業部門の連繋にしばしば阻僚が生じ，それが競争への機敏な対応を困

難にしていた。しかも歴史的に分散的かっ自立性のつよい各子会社への本社の指導

.統制力は十分有効なもので、はなかったのである。

かかる事態を直視したジャージーは，全社的観点に立った本社の政策決定能力・

指導力の強化，職能各部の権限と責任の明確化，および意志決定の「分権化」を必

要と考えた。そこで，本社から一切の事業部門をきりはなし，これを純粋持株会社

とした。現業活動についての日常的管理責任をトヅプ・マネジメ γ ト(取締役会〉

から取りのぞき上述の方向での機能の格段の向上をはかった。同時に新たに数社の

事業子会社を設立した。かかるトップ機能の刷新および企業組織の編成替と結合し

て同社は，はじめて事業部制を導入したので、ある。だがジャージーの経営組織改革

における所期の目標は一朝にしては実現されえず，多くの年数と数度の改革がさら

に必要となる。なお， 27年の改革で、新設された子会社ニュージャージー・スタシダ

ード石油会社(通称デラウェア社〉は 2億ドノレの資本金を有しジャージー・グル

ープ内最大子会社として，精製，園内販売，原油生産を担当した (H.M. Larson， 

E. H. Knowlton and C. S. Popple， ibid.， Chap. 2より)。ジャージーの経営組

織およびその改革については，紙幅の都合上詳細に論ずることが出来ない。さしあ

たり A.D. Chandler， Jr.， Strategy and Structure: Chaρters in the History 

01 the lndustrial Enterprise. 1962，三菱経済研究所訳『経営戦略と組織ー米国

企業の事業部制成立史一Jl(実業之日本社干Ij， 1967年〉第4章の参照を求めたい。

②外国

ジャージーの外国販売活動を立ち入って叙述する前に，予備的考察として

アメリカ石油輸出全体の動向を，対象地域・品目別に瞥見しておこう(第 10

表参照)。ヨーロッパ向け輸出は，全体に占める比率を減退させてはいるが，

精油では 29年になお 48.2%を占める。とりわけガソリン， 潤滑油のヨーロ

ッパ向け輸出はそれぞれの 70%前後をおさえ他地域を圧倒している。北ア

メリカ(カナダが中心)向けは，原油が際立っており全アメリカ原油輸出の

圧倒的部分を占める。これは同地域での精油供給にとって現地精製によるそ

れのウェートが高いことを窺わせる。ただし燃料油の北アメリカ向けは， 29 
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第 10表 アメリカ石油輸出の推移 (1919，1924， 1929年〉

(a) 原油・主要4精油それぞれの全体に占める 4地域の比率

(1000バーレノレ， %) 

ヨ一戸、y/ミ ゴヒアメリカ 南アメリカ アジア lι斗z 計

原 I1919 2374.%O 5，26988.% 9 
事6 % 

5，924loo-M O 348 5.9 70 1. 2 

1924 1，122 6.4 14，274 81. 1 1，306 7.4 894 5.1 17，596 100.0 

油 I1929 323 1. 2 23， 323 88. 6 210 0.8 2，476 9.4 26， 332 100. 0 

ガ「 1919 5，962 67.3 761 8.6 1，111 12.5 69 0.8 8，860 100.0 
ソ

1924 20， 446 72. 5 2， 608 9. 2 1， 548 5. 5 748 2.7 28， 209 100. 0 
リ
〉ノ 1929 37，494 62.5 8，568 14.3 4，491 7.5 6，533 10.9 60， 006 100. 0 

燈 I1919 11， 160 47. 9 218 0.9 1，829 7.8 7，829 33.6 23， 312 100. 0 

1924 11， 052 50. 7 523 2.4 1， 184 5.4 7，464 34.2 21，817 100.0 

油|胸仰643.1 710 3.6 1，056 5.3 7，718 38.9 19， 821 100. 0 

潤 1919 4， 686 71. 6 176 2.7 686 10.5 589 9.0 6，543 100.0 

滑 1924 6， 463 71. 6 482 5.3 466 5. 2 1， 065 11. 8 9，025 100.0 

油 1929 6， 779 63. 6 823 7.7 742 7.0 1，291 12.1 10， 652 100. 0 

燃 1919 7，537 54.5 3， 168 22.9 2，301 16.6 827 6.0 13， 833 100. 0 

料 1924 10，487 30.6 10，211 29.8 6，015 17.5 5，913 17.2 34， 293 100. 0 

油 1929 8，067 22.6 12，126 33.9 7，509 21.0 7，767 21.7 35， 723 100. 0 

4 1919 29，345 55.8 4，323 8.2 5，927 11.3 9，314 17.7 52， 548 100. 0 

結拍車 1924 48， 448 51. 9 13， 824 14. 8 9， 213 9. 9 15， 190 16. 3 93， 344 100. 0 

1929 60，886 48.2 22，227 17.6 13，798 10.9 23，309 18.5 126，202 100.0 

(注〉 右端合計欄には，その他地域への輸出を含む。なお原資料に散見される計

算上のミスを訂正した。

(b) 主要4精油全体に占める各精油の比率

ガ「ソリ γ 燈泊 潤滑 油

(%) 

燃料治

1919 

1924 

1929 

16.9 

30.2 

47.6 

44.4 

23.4 

15. 7 

12.4 

9.7 

8.4 

3

7

3

 

••• p
o
p
o
n白

2

3

2

 
(出所) H. F. Williammson et. al.， ot. cit.， p. 512より作成。

年にヨーロッパ向けを凌ぐにいたった。現地精製で必然的に生ずる燃料油に

さらに加えてこれほどの量が輸出されたことは注目に値いする。南アメリカ

向け輸出は，燃料油の比重が相対的に高いが，しかしこれにしても絶対量は
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他地域への輸出に比べて小さい方である。全体として，この地域への輸出は

4地域の中で最も少量であった。最後にアジア向け輸出は 20年代初頭燈

油の比重がなお圧倒的であったが，同年代末までに燃料油，燈油，ガソリン

が量的にそれぞれ拾抗するにし、たった。 20年代全体で，地域的にはヨーロ

ッパ向け輸出が最大であり，製品別ではガソリンが最大成長品目となったの

である。

長期にわたって構築された外国販売組織を擁するジャージーは，アメリカ

最大の輸出企業として 20年代後半に一社で全精油輸出の約 40%をおさえ他

を圧倒した(第 11表参照)。しかも，輸出とは別に現地精製(特に南北アメ

リカ)にもとづく供給が同社全外国供給量の 1/2-1/3を占めていることを

留意しなくてはならない (同表)0 20年代ジャージーの外国販売は 10年代

ほどではないにしても，なお量的に同社全精油販売の 40%以上を占め，利益

面では行論にて明らかとなるように圏内のそれを凌いだのである。

外国販売活動の展開を，まず一国としてジャージーにとって最大市場をな

したカナダから具体的にみることにしたい。

大戦後，むろん量的にアメリカにおよばぬとはいえカナ夕、、においても自動

第 11表 ジャージーによる精油供給 (1919-27年〉

1919 38，029 20，448 14，690 35，138 73，167 36% 48.0% 41.8% 

1920 49，194 17，428 16，095 33，523 82，717 25 40.5 48.0 

1921 46，728 16，010 19，364 35，374 82，102 26 43.1 54. 7 

1922 48，651 22，807 17，018 39，825 88，476 36 45.0 42. 7 

1923 68，476 27，984 17，839 45，823 114，299 33 40. 1 38.9 

1924 85，503 37，406 22，028 59，434 144，937 38 41.0 37. 1 

1925 78，373 40，861 23，315 64，176 142，549 40 45.0 36.3 

1926 81，138 48，307 27，838 76，145 157，283 41 48.4 36.6 

1927 89，562 51，492 31，034 82，526 172，088) 41 48.0 37.6 

(出所) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， 0ρ. cit.， p. 681より作成。
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車の普及は急速であり，それにともなうガソリン市場の成長と激しい市場競

争が展開された。シェル，テキサス，サン石油などの大企業が販売網の形成

にのり出し，長くカナ夕、、市場に独占者として君臨したジャージー子会社イン

ベリアルに競争を挑んだ。これにたいするインベリアルの対応は，反トラス

ト法の監視下にあったアメリカと異なり極めて攻撃的であった。同社は精油

価格引き下げ，品質改善はいうまでもなく，戦後いちはやくサービス・ステ

ーショシの直営を開始し販売組織を強化した。鉄道に圧力をかけ競争企業に

よる割引運賃の獲得を妨害し， さらにカナダにおける独占的精製企業とし

て，輸入精油に対する関税設定をカナダ政府に要求するなど，競争企業の打

倒と締め出しに全力を傾注したのである。同社の競争上の主たる強味は，パ

イプラインおよびタンカー(五大湖航路など)で輸送した原油を現地で精製

することにより，他社よりかなり価格の割安な精油を供給しえたことであっ

7こ。

インベリアルは 1921-27年にガソリ γ販売量を倍増させた。市場占有率

は若干の後退をまぬがれず 79%から 66%に低下したが， それで、もアメリカ

本国に比してはるかに強固な地位を維持しえたのである。 27年イシベリアノレ

の販売量は第 12表に示されるように， ジャージーの外国販売子会社内で最

大であった。 28年同社は 2億 2300万ドルの資産を擁し，あらゆる業種を通

じてカナダにおける最大企業であった。同社販売純利益が全ジャージーの販

売純利益に占める比率は 1919-27年にほぼ 14%から 42%の範囲にあった。

ラテ γ ・アメリカは大戦前は甚だ小規模な市場であった。戦時中，ラテン

・アメリカへのイギリスを中心とするヨーロッパからの石炭供給が停止した

間隙をぬってジャージーは，鉄道・鉱業・製造業用燃料油の販売を大きく伸

長せしめ，同地域を有利な蓄積場にしたのである。

ジャージーは，ラテン・アメリカの主要国に独自の販売組織を設立して従

来あった現地代理庖への委託販売や数カ国にまたがる広域の販売組織にとっ

てかえるなど，全体として現地販売網を強化した。かかる販売機構の刷新と

増大する原油生産・精製を基礎に，同社は各地で有利に競争を展開した。ヴ
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第 12表 ジャージーの外国主要子会社による精油販売量 (1927年〉

(1000バーレノレ， %) 

-カナダ

Imperial Oi1 Ltd 

.ラテン・アメリカ

The Tropical Oil Co. (コ戸 γピア〕

International PetroleumCo.， Ltd. (ベノレー〉

Standard Oil Co. of Brazi1 (ブラジノレ〉

Standard Oil Co. of Cuba (守ューパ〉

West India Oil Co. (他のラテγ・アメリカ諸国〉

-ヨーロッパ1)

American Petroleum Co.， S. A. (ベルギー〕

American Petroleum Co. (オラ γダ〉

Det Danske Petroleums-Akt. (デγマーク，スウェーデγ〉

Ostlandske Petroleumscompagni， Akt.， and others (ノルウ

ェー〉

Finska Akt. Nobel-Standard (フィ γラγド〉

Standard-Nobel w Polsce (ポーラ γド〕

Deutsch回AmerikanischePetroleum-Ges. (ドイツ〕

Petroleum Import Cie. (スイス〉

Societa Italo-Americana pel Petrolio (イ夕日ア，アノレジェロ
ア，チュニス，マノレタ〉

L'Economique， S. A. (フラ γス〉

Romano-Americana (ノレーマニア〉

Industrias Babel y Nervion， Cia. A. (スベイ γ〕

以上合計

-非子会社への販売2)

言十3)
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〔注) 1)アプロカを含む。

2)約 1，500万パーレノレは東半球へ。 うちアγグロ・アメリカ γ社へ 1，100

万パーレノレ(全体比 16.3%)。上記以外の子会社向け販売を含む。

3)前掲第 11表の全外国供給量より少ないのは， 非関連輸出会社 (nona-

伍l日ia杭te吋de位xp卯or此tc∞or叩P乱.ふ現地代理庖などによる外国販売を含まぬため

と考えられる。

(出所) H. M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple，。ρ，cit.， p. 324 

より作成。

ェネズエラなど若干の国でロイヤル・ダッチ=ジェルに首位をおさえられた

ものの，総じて全域で優勢に立ち，とくにコロシビア，ベルーで 90%以上の

市場占有率を示した。ラテ γ ・アメリカ最大市場アルゼンチンでは，アメリ
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カ精油の遠距離輸送にかえてペルー産精油を供給し， これによって 28年全

ガソリン市場の半分近くをおさえた(第 13表参照)。前掲第 12表が示すよ

うにラテン・アメリカ子会社群による販売量全体はインベリアルのカナダ販

売に若干及ばないとはいえ，決して小さなものではなし、。しかも，その独占

的支配力を基礎にラテン・アメリカ子会社の収益性は高く，販売純利益額は

20年代半ばころ全ジャージー販売純利益の 30-40%を占める高水準に達し

た。ラテン・アメリカの販売子会社群はカナダ子会社とともに， 20年代ジャ

ージーの販売部門における利益獲得の有力な担い手となったので、ある。

これに対し， 19世紀以来ジャージー (スタシダード石油会社) の独占支

配下にあったヨーロッパ市場でジャージ{は，欧系企業の躍進により深刻な

脅威に直面した。最大の競争企業は言うまでもなくロイヤル・ダッチ=シェ

ルで、あり，ついでアング戸・ベルシアンであった。前者は主としてヴェネズ

エラ原油，後者は専らイラン原油から得られた大量の精油をもって，アメリ

カ産精油に依存するジャージーのヨーロッパ市場を侵食したのである。

イギリスはヨーロッパ最大のジャージー市場であり，この当時ロシアをの

ぞく全ヨーロッパ石油消費量の約 30%を占めたと推定されている。ジャー

ジーは旧子会社アングロ・アメリカ γ社を通じて， 20年代初頭イギリス市

場で販売された精油全体の 50%以上を供給した。ア γ グロ・アメリカ γへ

は長期契約によって精油を供給し，子会社に近い関係を維持してきた。イギ

リス市場で、の競争戦はアングロ・アメリカンと前記2大企業との対抗を軸

に，これにロシア産石油に依存する若干の企業， 1"海賊(pirates)Jとよばれた

特定製品市場ないし地方市場で活動する小規模企業が加わって演じられた。

ジャージーは 26年サウサンプトン近郊のフォーレイ (Fawley)に小規模な

製油所をもっアグイ石油会社 (AgwiPetroleum Corp.， Ltd.) を買収して，

不十分ながら現地精製を開始しア γグロ・アメリカ γを支援した。後者は翌

27年までに全国に 700の貯油所を設置し油槽車・タンカーなど輸送手段を

も拡充し資産総額8500万ド‘ルの大企業になった。ジャージーとアングロ・ア

メリカンは原油生産をのぞく各部門の統合化をはかり競争に応えたので、あっ
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第 13表主要企業による外国市場の占有事例

(各国の総販売に占める比率， %) 

ジャー
ロイヤノレ アシグ戸

~'/~ 
-ダッチ . ~之ノレ手ノ その他
=シェノレ アシ

キューパ (1928年〉
カ網 ソ リ γ 50.31 22.54 27.15 

燃 料 油 18.43 17.20 64.37 

軽油・ディーゼノレ泊 97.61 2.39 

コロ γ ピア (1928年〉
カや ソ リ 94.21 5. 79 

燃 料 97.04 2.96 

J、。、 ノレ 一(1928年〉

95. 18 4.82 

軽油・ディーゼノレ油 98.29 1.71 

ヴェネズエラ (1928年〉
カ、 ソ リ 5.15 77.10 17.75 

燃 料 99.69 0.31 

チ リ (1928年〉

ガ ソ リ 61. 45 37.30 1. 25 

燃 料 31. 59 8.23 60. 18 

アノレゼγチシ (1928年〕
カ事 ソ リ γ 45. 79 27.65 26.56 

燃 料 抗出 3.61 28. 76 67.63 

軽油・ディーゼノレ油 44.34 20.47 35.19 

ブ ラ ジ ノ レ (1928年〕

ヵー ソ リ 47.40 20.40 32.20 

燃 料 4.54 50.88 44.58 

イギリス (1叫~ I 
全製品1) 29.39 58.80 11. 81 

フラ γ ス (1928年〕
~、J、 γ ジ シ2) 22.18 17.23 10.84 49. 75 

燈 油 21. 50 20.87 8.39 49.24 

オ ラ γ 〆 (1931年)

全 製 品1) 34.27 38.62 1. 99 25.12 

ベルギー (1931年〉

全 製 品1) 27.03 27.29 11. 39 34.29 
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ジャー
その他.:'7..--

デ γマーク(1928年〉

全 製 1ロ'fi，1) 56.13 19.50 15.76 8.61 

アィ γラシド (1928年〉

全 製 n日~1) 50.71 46.36 2.93 

ノノレウェーく1928:If.) 
会 製 品1) 46.78 28.81 22.22 2.19 

スウェ -"'fY (1928年〉

会 製 品1) 41.40 42. 78 1. 29 14.53 

イタ担 く1928年)3)
J、d、e γ-*9イト 44.42 27.37 1.79 26.42 スピリット2)
主家 治 28. 77 23菅 31 8.40 3註52

ス イ ス (1928年〉
J、e、p 〉〆 ジ γ2) 35.82 33.58 13. 16 17.44 

笈 ?自 43.05 31. 01 3.12 22.82 

〈役) 1) 1筒?脅漁および特殊製品をのぞく。ノルウェーはさらに笈泊をのぞく。
2)ガソリシ

3)ジピア合会む。
〈出所) F. T. C喝 Eミeport，訴を~s邦訳書 315-383J!(よち作成。

た。だが 20年代後半までにアングロ・アメ担カ γの市場シ品ブは 30;:言語

後へ後退し， ロイヤル・ダッチロシェル，アシグR ・ベノレシアンと 3社で全

イギリス矯油販究輩の 90%近くをおさえる擦占体制を形成せざるをえなか

った{前掲第 13表参照〉。

ギザスの 55-60%~ニ推定されているフランスでは， 戦前

市場全体の約 2/3はジャージーの支記するところであり悶社は大戦下1917・8

年においても全輸入精油の 47%を洪給した。ジャージーはここでも最大飯

として戦後をむかえたのである。だが，矯勢は容易ならぬものであっ

た。既述のように，中東処理をめぐる英仏両政府の交渉において口イヤル・

ダヅチ m シェルをブラシス市場で霞遇することが議論されていた。しかも，

大戦終盤に磯立した若油菜に対する政府統制が，戦後緩和されたとはい

油輸入に対する許可1liU農はなお誰持された。そのうえ，フランス閣内で独占
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的支配企業ジャ…ジーに対する反惑がEをおってつよまっていたのである。

かかる脅蹴に蓋翻したジャージーは， まず強闘な競売網の確立にむかっ

た。 この点ではかなり徹底しており， 20年通称品コ (E∞.)とよばれる会社

(L官むonomique，Sociる泌Anonym告 d邑 Distributionde Petrole et Ess邑nce)

セ設立してガソザンと燈?衡のパラ調鍍究会開始し，ついで飽酪に先がけてサ

ーピス・ステージ盟 γにガソリシ・ポンプを導入し，かつステーシ器ンに対し

てタンク・ワゴン(給油率〉による供給セ実施するなど，革新的手段を採用

した。さらにジャージーは，協定により同社糠油のブラシス販予言を戦前一手

にひきうけた輔製薬者プーノレ FrenchRe五nersに参加していた業者との協力

関係を再建・強北すると共に，フランス盟!勾の有力団体との接畿をつよめる

ことにも心掛けた。そ として，プランスおよびその植民地における

泊探索会社スタンダ…ド・フランス・アメリカ会社 (theCompagnie St註ndard

Franco-.Amるncal立.e，1920 年 10 月設立}株式の 51%~とパザ鍛行 (the Banqu告

de P訂 is)に保有させた。かように，ジャージーはいちはやく競究機構を整備

する…方，闘員経済へのさ愛惑をつよめてフランス・ナショナリズムの矛先を

かわしたのである。

かかる戦略によってジャージ{は， 20年代初頭ともかくもブラ γス市場

で約50%のシ zアを維持したのであった。が， 以後じりじり後遺言ピ余穣な

くされた。その最大の婆爾はロイヤノレ e ダッチ=シ広ノレおよびアングp ・ベ

ノレシアンの進出にもとめられるが，それに加えて，若漁の自給化およ

統制力の強化をめざすブラ γス政府の誤じた投書1もまた大きかった。中東に

おける石油利権の獲得誌， かかる政策の実行合蕊礎づける畿大の成果であ

り，これにもとづき?菌策会社プランス石油 (theCompagnie Francaise des 

Petroles， S. A.)が設立されたので、ある。さらにフランス政府は， ~芸大国際

石端企業への依幸子をおさえるべく，ノレ{マニ二アと口シアの石治会輸入するこ

とに力た入れた。これにより， 25年弘陣両醤からの繰入賞は急増し在。翌

26年には，専売制など関家による石油独占 (astate petroleum monopolが

ずら，一定条件下では可能にする法俸を成立させたのである。かかる設策的
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支援を背景に多数の小農緩民族系企業が各地に拾頭し，ジャージーと激しい

烏地載を苦笑じた。かくて， 20年代後半窮ジャージーはなお最大股売会社と

しての地位を維持しつつも，ロイヤル・ダ y チ出シ品/レとの援はきわめて謹

少となり，その市場支艶カも減送著しかったのである(前議第四表参議)。

ドイツでは， スタシダード石油と 3-Po/パ若油問題 (EPU，序論参照}

との有名なカルテノレ (1907年成立.蕊一戸タパ燈油浴場を，スタシダ{ド4

対 EPU1，に分害おによって 1912年においてもジャ…ジー・ EPUグノレ…

プが市場の 80%をおさえていた。おそらくは，かかる強盟なカルテル体制iに

ささえられてのことであろうが，戦前ドイツはジヤ{ジーにとって外躍で最

も収益性の高い市場 (mostluc路 tiveforeign ma主ket) だったという。戦後

ジャージ…は，戦時にドイツの大企業(シ品ティンネス，theStin紅白 combine

およびハ γブノレグ・アメりカ・ライン， the Hamburg-American Line)に

売却された， 子会社ドイツ・アメジカ石油会社 (Deutsch-Am己主ikanische

Petroleum-Gesellschaft，以下 DAPG と略記)株式の半分担500株〉を大

、庚し，所有権を器製した。ジャ…ジーは大戦前夜におきた石油の鵠家独

点事件(f石油審劇J(レーニン))の経験から，戦時下での資鹿接収をまぬが

れるためにDAPG所有権の 1/2をドイツの大企業に保有させ，間社をドイ

ツ企業の名自で存続売会しめていたのだっ

20年代前半，ドイツでの痕売活動は激しいイ γプレーシ器ンによる苦混が

つづき，急速な営業拡大はのぞめなかった。それでも DAPGは例年境，

ドイツ忘漁業界で科益をあげていた唯一の企業だったとい;。新政権の下で

再び石油業の鶴家独市への気濯が生じたが，この農は開社はいちはやく政府

と石油供絵契約を締結しその機先を制したo DAPGへの議戦は Jレー吋ニ

ア原油に依存する現地企業やピュア石油などアメリカ大企業によってももた

らされたが，持といってもロイヤノレ・ダ yチ口ジェノレとアング戸・ベルシア

ンが最も手ごわい勢力であった。 28年 DAPGvまドイツ藤治市場で、なお約 70

%のシェアな確保したが，ガソリ γその他市場ではそのシェアを大きく後迭

させた。全体として， 詳イヤノレ・ダッチ=シ且ノレとアングローベノレシア γと
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の3社で市場の 60%強を支配する寡占体割合形成するにいたった。 25年以

降も科益は漸増していたが，かつてのよう なかった。

般のヨーロッパ諸E惑においても，ジャージーの独占的市場支麗はくずれた

(前掲第 13表参務、〉。ジャージーは外関における子会社鼓発議全体の約半分

を占めるョ -]:lO/パ市場(アフザカ，およびアングロ・アメリカンによるイ

ギジス鍛宛を含む) (前撞第 12 において，口イヤル・〆ッチ=シェ

ノレおよびアングロ・ベノレシアンとの 3社によるピッグ・スロー (sigThree) 

格舗の形成を余儀なくされたのであった。

ラテ γ ・アメザコちにジャージーの銭設がある一方，アジアにおいては口イ

ヤノレ・グッチ=シ品ルが優位を保持したこと，を考基撃に入れて評価するなら

ば，かかるビ y ク0 ・スザ一体制はアメリカとソピェト・ロシアをのぞく世界

石油市場全体にお狩るビッグ・スザ…体舗と替ってよいであろう O アメリカ

以外の世界精油消費量に占める各社の供給シェアを 1927年についてみると，

ジャ…ジーは欝{立をま主持したとはいえ 23%(ガソリ γでは 30J引に後退し，

ロイヤノレ e ダッチ口シェノレの 16%， アングロ・ペルシアンの 11.5%がこれ

を急追していた。

20年代後半鰐外患市場における競争は，市場成長の鋭化，精油過剰の顕現

と共にー震設しさを増した。 28年ジャージーは， イギヲス市場で苦しい競

争を強いられたアングロ・プメりカンの欠損を一定条件の下で篤がわりする

ことにした。その結果関社は対アングロ・アメリカ γ銀売において，最初の

1-5月で 100万ドノレ， 6月のみモ 150万ドル，そしてその後半年は毎月ほぽ
27) 

100万ドルの赤字を泉覆した。一方，蔀年款インドの燈出市場を舞台に展開

されたロイヤルーダ yチm シェノレとニニューヨ…グ・スタンダードの{泌格戦

は， 議ちにイギリス， アメザ主主に波及しお年には他社をもまき込む一大競

争戦に発牒した。この場合競争は，後者ニ品ーヨーク・スタンダ…ドが安髄

なロシア皇室寝泊をイソド市場y，こもら込んだことに対する p イヤル・ダッチ E

シェノレの反発た直接の契機としてひきおこさ ものであった。 27

量 7500万バーレノレのうち加00万バーレルが国外に出寓されたという口シア
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の石油は，市場の有力な撹乱要因としてジャージーらを苦しめることになっ
28) 

た。これに加えて，圏内過剰精油の捌け口を海外に求めたアメリカ大企業，

例えばカールフとテキサスは 26年以降あいついでヨーロッパその他で販売子

会社を買収し，輸出拡大をはかった。かかる行動は， 前掲第 11表にみられ

るようにジャージーがすでに 24，5年から外国販売のウェートを高めたのと

軌をーにしたものといえよう。

かくして巨大企業聞の競争は明白に世界性を示しはじめた。かかる競争

状況を基底にして， 1928年夏ビッグ・スリーによるアクナキャリー協定

(Achnacarry Agreement)なる国際石油カルテルが成立した。 これはビッグ

・スリー相互の休戦協定であると同時に 3社が共同の力でアウトサイダー

を統制下におき，海外石油産業における当面する諸困難に対応せんとしたも

のであるO 直前に成立したレッド・ライ γ協定をうけて，共同支配の範囲を

原油生産部門にとどめず産業全般に拡張しようとしたものともいえる。

3社は具体的には， イギリスをはじめ各地で市場分割カルテルを結成する

こと，ロシア産石油の共同買付けとルーマニアにおける生産カルテルの導入

によりヨーロッパ 2大生産地からの出荷を統制すること，そして最大のアウ

トサイダーたるアメリカ大企業の輸出を規制すること，を試みた。最後の点

について言うと，ジャージーはアメりカ最大輸出企業としての力を背景に，

アメリカ輸出精油の量と価格を統制すベく 29年 1月，園内主要企業 16社の

参加をえて輸出石油組合 (ExportP巴troleumAssociation， Inc.)を結成した。

アクナキャリー協定とその前後に成立した諾協定から成るカノレテル体制

は，従来の市場分割カノレテルにとどまることなく，原油生産の共同支配，タ

ンカー・プールなどにみられる如く対象範囲が他の諸分野にも及び，その包

括性において国際石油カルテノレ史における新たな階梯をなすものといえよ

う。

しかし， かかるカルテル体制は， 輸出石油組合が発足後2年を経ない 30

年秋に事実上活動停止に陥ったのをはじめ，直ちに諸困難に逢着しその脆弱

性を露呈したのであり，はじめから実効ある産業支配を確立したわけで、はな
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かった。むろんジャージーと他社との競争関係を終結せしめたわけでもな

い。とはいえ，恐慌の勃発と深刻化につれて大企業聞の共同行動，カルテノレ

体制は不可避的にひとつの方向をとりはじめる。ジャージーもまた，一方で

このカルテルや共同行動を活用し，他方で自己の競争力の強化に力を尽くす

という 2面において，石油独占体としての新たな行動様式を示しはじめるの

である。

1) 1912-18年ジャージー販売量全体に占める外国販売の割合(%)は， 54.3% (1918 

年〉から61.4% (1915年〉の聞にあった (G.S. Gibb and E. H. Knowlton， 0ρ. 

cit.， p. 681より)。

2)序論でのベたように， 1"トラスト解体」後アジア市場での販売活動はニューヨーク・

スタ γダードによって担われたから，ジャージーは同地域での現地販売を行なって

いない。但し，園内販売のところで、みた両社の取引関係からして，ニューヨーク・

スタ γダードによるアジアでの販売精油もまたジャージーの生産によるところが少

なくなく，これによりジャージーもまたアジア市場の成長から一定の利益を得たよ

うに恩われる。が， この点は推測の域を出ない。なお， 1926年末ジャージーのス

マトラ製油所の操業開始を機に両社は翌年協定を締結し，ジャージーが蘭領東ィ γ

ド産精油をニューヨーク・スタ γダードヘ供給し，後者がそれを現地販売するとい

う体制がつくられた (H.M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple，。ρ.cit.， 

p. 179， 316)。

3)主要国の自動車(乗用車と商業車〉生産台数を資料の利用できる 1929年についてみ

ると次の通り。アメリカ 535万8000台，カナダ26万2000台，フラ γス25万3000

台， イギリス 23万8000台， ドイツ 15万6000台，イタリア 5万4000台，である。

みられるようにカナダ生産は外国では最大である (G.Maxcy and A. Silberston， 

The Motor Industry， 1959.今野・吉永訳『自動車工業論 イギリス自動車工業

を中心とする経済学的研究一』東洋経済新報社， 1965年， 260， 264頁より〉。但し

カナダ生産車はすべて同国内に供給されたので、はない。例えば，ジェネラノレ・モー

ターズ (GM)のカナダ子会社と共にカナダ生産を2分したフォード子会社の場合，

20年代全生産台数のほぼ40%前後を英連邦市場へ輸出した (M. Wilkins and 

F. E. Hill， American Business Abroad: Ford On Six Continents. 1964，岩崎

訳『フォードの海外戦略(下)J1小川出版， 1969年， 573頁より〉。

4) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， op. cit.， p. 503. 

5) Ibid.， p. 503.ガソリ γ以外の精油の比率もほぼ同様の推移を辿った。

6) M. Wilkins，前掲邦訳書『多国籍企業の成熟(上)J1100頁。

7) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， 0ρ. cit.， p. 504 
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8)ジャージーのラテγ ・アメリカ販売子会社ウエスト・イ γディア石油 (Westlndia 

Oil Co.)は 1911-18年に資産を 13倍化した (ibid.，p. 199)。

9) 1924-27年についてはJl闘に 28.2%，46.9%， 40.4%， 30.5%を占めたのである

(ibid.， p. 504)。

10)アγグロ・ベルシア γは 1914年まで事実上販売組織をもっていなかった。大戦勃

発とともにイギリスおよび海外(オーストラリアなど〕に販売網を確立した。 17年，

イギリスにおいて敵国資産として没収されたドイツ企業，ブ日ティッシュ・ベトロ

リアム社 (BritishPetroleum Co.)を獲得し， 戦後同社は BPのブラ γ ド名で精

油販売を行なう t乙いたった (H.Longhurst， Adventure in Oil: The Story 01 

British Petroleul目， 1959， p. 178)。

11) F. T. C. Report，前掲邦訳書『国際石油カルテノレ~， 346頁。

12)向上， 74頁。

13)ジャージーは輸出に際して， 2つの価格すなわち内部価格 (insideprice)と公示価

格 (pub1ishedprice)を設定した。前者は子会社向けで，後者の非子会社向け価格よ

りも，ガロ γあたり少なくも 1/4セ γ ト安かったといわれる。ァγグロ・アメリカ

シ社向け輸出にもしばしばこの内部価格が設定された (G. S. Gibb and E. H. 

Knowlton， 0]う.cit.， p. 499)。

14) F. A. Southard， Jr.， American Industry in Europe， 1931， p. 61. 

15) F. T. C. Report，前掲邦訳書， 355頁。

16) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， op. cit.， p. 507. 

17) Ibid.， p. 224. 

18) Ibid.， p. 508. 

19) Ibid.， p. 508. 

20) Ibid.， p. 510. 

21) Ibid.， pp. 204-205. 

22) Ibid.， p. 517 

23) Ibid.， pp. 517-518. 

24) Ibid.， p. 518. 

25) F. T. C. Report，前掲邦訳書， 359-362頁。

26)これにロシアの精油 6.5%がつづく。その他43%(主にアメリカ企業)(G. S. Gibb 

and E. H. Knowlton， 0ρ. cit.， p. 501)。

27) H. M. Larson， E. H. Knowlton and C. S. Popple， op. cit.， p. 280 

28) Ibid.， p. 305. 

29) C. Thompson， op. cit.， p. 70. T. N. E. C. Hearings， Pt. 14-A， pp. 7968-7993 

より。

30)アクナキャリー協定は世界市場を対象とする 7つの原則を掲げた。その主なもの
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は， (1)各社の市場ジェアを現状 (1928年基準〉で維持すること， (2) タシター

など既存施設を有利な条件で他社の利用に供し，重複建設を行なわないこと， (3) 

同一品質精油の価格は，いずれの産出地・船積地においても同ーとし，市場に最も

近い生産者の利益を保証すること， (4)消費をこえる過剰生産を閉鎖すること，で

ある。なお，協定にはアメリカ国内市場を対象地域からはずすことが明記されてい

た。これは直接には反トラスト法を考慮してのことであるが 3社の力がアメリ

カ国内市場を支配できるほどに強力で、なかったことによるといえよう (F. T. C. 

Report，前掲邦訳書， 236-247頁。および鎌田・森・中村，前掲書， 185頁参照〉。

[lJ[Jむ す び

1920年代は世界的な石油産業の急成長と独占体制再編の時代であり，世界

石油産業史に新たな段階を画した。本稿は，前世紀以来世界石油産業界に独

占体として君臨してきたニュージャージー・スタ γ ダード石油会社のかかる

時代における活動を，主要4事業部門に分けて考察した。むすびとして与え

られた本節において私は次の 2点をのべることにしたし、。第 1は，利益，資

金調達などにみられる財務の特徴が 20年代ジャージーにおいてし、かなるも

のであったか，である。本来これは独自の節ないし項を設けてのベるべきで

あるが，資料と紙幅の制約によりここでごく手短に言及することにした。第

2は，すでにのベた具体的な事実のくりかえしを極力さけ，かっ私の評価を

織り込んだ木稿全体の要約，である。

1919-27年の 9年間ジャージーの事業部門において最大の利益をあげた

のは輸送部門 (2億 1612万 1000ドル)であり，以下販売部門 (1億 6997万

3000ドル)，精製部門 (1億 2380万6000ドル)，そして原油部門 (1億 1755

万 1000ド、ル)であった。これに，天然ガス部門の利益， 利子収入， その他

収入を加え，部門別分類の不可能な間接費と追加税 (1919，20年徴収)を差

し引いた純利益全体は 6億出33万4000ド、ノレであ2。この発生源を圏内・外

国別で、みると，輸送・精製利益ではそれぞれ 97.0%，75.9%が園内操業から

獲得されたのに対し，原油生産・販売利益は外国操業にもとづくものが過半

を占め，それぞれ 57.4%，61. 0%を占めた。純利益全体について言うと，圏

内操業が 65.6%を生み出したのである。かかる利益状況は戦後ジャージーの
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事業活動の特徴をよく反映したものといえる。なお，ここで注意すべきは，

同社の利益獲得に占める外国市場依存のウェートはこれらの数値に示される

以上のものだったということである。精油輸出は結局のところ，圏内の輸送

・精製両部門の利益を，そしてある程度原油生産部門の利益を生み出すから

である。

ジャージーの資本金は「解体」翌年以降 1918年まで約 9800万ドルで一定

だった。 19・20年にあわせて 2億ド、ルの優先株発行を行ない， これを機に

同社株はカーブ取引所からはじめてニューヨーク証券取引所へ上場された。

資金調達目的で発行された証券は，ほぼこの優先株ぐ、らいのもので戦後の

大規模な投資は以前と同様内部資金中心になされたとみることが出来る。

1913-26年投下資本総額 11億 1500万ドルのうち，証券発行によるものが 31

%(普通株発行が 2%，優先株発行が 18%，社債発行が 11%)であり，のこ

りは減価償却費と利益の再投資によった。

ジャージ一本社は，子会社からの配当と自己の事業活動による利益を源泉

として， 子会社の資本需要に応える金融機関の役割を果した。 1912-17年

主として子会社に向けられた本社からの信用供与は 5000万ドルを下ったこ

とがなく， また同期間本社全利益の 25%は利子収入であった。 1919-27年

についても数年間， 利子収入は本社による事業活動(原油生産， 精製， 販

売)のいずれかひとつの利益を常に上まわった。ジャージ一本社はかかる子

会社への融資のみならず 22一周年に断続的にほぼ2000-3000万ドルをコ

ール・ローン市場にまわし，その大部分をニューヨークの金融業者へ貸付け

た。さらに政府証券など、へも投資したのである。

今世紀初頭までジャージーは，一応の統合事業体制を基礎に，圏内では輸

送体系を横粁として，外国では専らマーケティング戦略によって世界石油産

業を支配した。「トラスト解体J(1911年)は従来のスタンダード・グループ

による石油産業の全国支配およびグループ内の結合関係に対して，さしあた

り何らの実質的影響を与えなかった。とはいえ，ジャージーが原油生産，輸
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閣内寂売に従本ずる有力子会社との資本関長堅苦ど絶たれたことは，その後

間社の活動にとって現実的かつ護要な意義訟もちはじめる。

五油市場の急成長と，それに対応して統合体舗を形成した譲争企業による

激しい説戦時，第 1次大戦後輪送・精製間部門の拡充に加えて，特に原油自

給体舗の抜本的強化と大衆小売議設の創設・拡充を，新しい時代にj活動する

石油独占体に不可欠の要件Jこして強くジャージーに迫った。 20年代はジャー

ジーに新たな紫と掲容をもっ統合体舗の形成会求めたのである。

ジャージーの園内事業活動の特徴はまず，議尽に対する支続方を格段に強

化したことである。これはジャージー史においてひとつの幽期をなすものと

いえる。だが，原鴻生産の拡大は不畿寂かつ一貫性を欠くものだったと

をえない。治問への進出および、原油生産部門における強露な支配力の形

成が，密Fちにおける自社の致点的地位を維持す偽る上で緊急事であるという

識は， 20年代半ばにおいても未だ拐瞭ではなかったように慰われる。東泌総

、てジャージーは，短鶏額に金問最大の輪滋鰐を形成した。

芸名門は 20年代においても， 中小独立系企業に対ずる支配の戦略拠点であっ

たし，男社にとって最大の科議獲得部門をなしたのである。関内原諮生産の

動向はー惑で檎送部門の刺殺獲得様式に規定ざれたといえる。

園内原油宗達の展開が相対的に事会送部門の活動と密蓑した関係にあったと

ってよいとすれば，認内寂売のそれは精製部門の活動に裁定される

ったと言える。アメヲカ最大精製企業ジャージーは，自社の級建組織は

もとより， 113来の取引関係を戦後も継承し， I日子会社などにも

供給した。かかる精油供給構造は， ~設内鍍苑活動をして，

要な業務とし，かつことから主たるf!J議を獲得する行動たその特徴たらしめ

た。ジャージーは従来の較売組織安謀本的に誰持したまま市場成長に対応

し， 20年代石油独占体に求められた大衆小売施設の創設・拡充に強い意欲を

訴さなかったのである。そのことは，結果的に関内市場における同社の椙対

的低位会規定する-1ZSlとなったと考えられる。

これに対L，ジャージ…は海外における謙治生産，販路機構の騨新には積
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極的姿勢を示した。前者は，この時代外国市場における支配力を維持する上

で戦略的重要性を有した。結果として，外国における原油自給体制の確立(本

国依存の脱却)にはかなり不十分な達成度であったとはいえ，圏内生産の動

向からは独立し一貫して追求されたのである。長期にわたる海外市場支配を

ささえた販売組織の方も，戦後いちはやく各地で再編され生産体制の弱点を

一定程度補いつつ競争企業の挑戦に応えた。輸送・精製事業では，早くから

確立していた海洋輸送部門に加えて，なお端緒的ではあるがパイプラインの

敷設と製油所の建設が進展をみた。海外における統合体制形成の一翼を担っ

たのである。

早期に世界企業的活動を展開し高い対外市場依存を特徴としてきたジャー

ジーは， 20年代においても外国市場に対し圏内のそれにまさるとも劣らぬ重

要性をみとめた。同社の利益獲得構造は，国内よりもむしろ市場支配力の強

固な外国により大きく依存するものであったように思われる。他のアメリカ

大企業に対するジャージーの世界企業としての特性は際立っていたといえよ

う。初期時代におけるジャージーの海外活動の実体をなしたものが，流通過

程におけるそれであったとすれば， 20年代は生産過程面での内実を形成・拡

充したことにその特徴を求めてよいと考える。世界的な統合体制に立脚した

現代ジャージーの事業活動の形態は， 20年代の活動にその原型を求めること

ができるように思う O

以上をつづめて言えば， 世界石油独占体発展史に一時代を画す 1920年代

におけるジャージーは，輸送・精製という圏内の伝統的活動拠点に強固な支

配力を形成・維持しえたが新たに世界石油独占体に求められた不可欠の要件

たる，原油自給体制の抜本的強化と大衆小売施設の創設・拡充の面では全体

として不十分な達成にとどまったO 新興統合企業の攻勢下におけるかかる態

勢は，その帰結としてジャージーの世界的な独占支配力の減退を余儀なくさ

せた。 20年代後半期ジャージーは， ひきつづき世界最大独占体ではあった

が，アメリカでは 20大統合企業体制， 外国ではビッグ・スリー体制という

再編された独占体制に自己を定位せざるをえなかったので、ある。
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独占支配力の誠還と世界的な石油過戴に深海したジャージーは，一面で上

述の弱体な事業体制の克服によって競争力の閥復と新たな優位の創出をめざ

し他冨では銭の独占体との共持者毒患によって，数界石油産業の当面する諸

問難に対Jit，せんとするo支配的石油狛占体としてジャ…ジーは，かかる 2商

において新たな行動宏とり拭じめた る。

。以上の数伎は G.S. Gibb and 1三日.Knowlton， 0か εit.，pp.約8-59ヲより計算。

1891-1911年の 22年聞におけるスタ γダード石油会社会体の純利滋約 12億 8∞。

万ドノレ〈序論法4参照〕と比絞?ることにより，大戦後ジャージーの手話慈事蓄の一端

を窺うことが出来ょう。なお 27年ジャージーの総資皮綴は 14億2660万ドノレ℃あ

ち， 1911年「解体i渡部のスタソダ…ドお治全体の g億 6040]jドノレを大きく首長総し

た (ibid.，p. 66'号.1に W.日idyand M. E‘Hidy.， 0ρ. cit.， p. 637)。

2) G. S. Gibb and E. H. Knowlton， ibid.， pp. 598-599よち計縁。

3) Ibid.， pp. 668-669. 

4) Ibid.， p. 603. iいかなる証券市場とも公的にはなんらの関係をもたないということ

が，長年!日スタソダード石治組織 (i解体j 訴のスタ γダード石油会校一引用者〉

の不可侵の深刻 (aninviolable rむぬ)だった」という。 1920年，アトラ γティッ

ク・リファィニシグがこの伝統を絞ちぷル… E ーク証券取引所に株主と上場した。とこ

れに，ジャージー，カリブオ/レニア・スタ γ〆ード，ニュー主主…ク・スタ γダード，

プレ一歩ーなどが続いた。主主婆企業の中ではイ yデ 4アナ・スタ γ〆ードが最もお

そく， 附社株は 1934年にはじめて上場された〈以上については， P. H. Giddens， 

Standard Oil Compa担y(Indiana)，' Oil Pioneer o[ the Middle 減少est，1955， 

reprint 1976， p. 525による)。

5)ジャージーはおまp，利子率の低下をみてこの優先株を，11'窓2000万ドノレの 5%

社僚と 86∞万ドノレ籾当の務遂事長発行によって回収したくG.S. Gibb and E. H. 

Knowlton， op. cit.， p.鉛品)0

6) Ibid.， p. 605. 20年代，お治大企業はかなち緩綴的に証券発行念滋逆行なったとい
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